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は じ め に
1935年１月に公表された朝鮮民衆の心意世界対策である「心田開発」政
策1) の立案・決定過程の中で，神社制度改編（当時の用語は「神社制度の
確立」や「神社制度の改正｣）が実施された。この神社制度改編の主要目
的は，１つめが国幣社列格に備えること，２つめが官国幣社以外の神社や
神祠を階層制度の中に組み込み増設に備えることである。本稿は１つめの
国幣社列格に備えることを対象にし，その政策意図を解明しながら，国幣
小社での「国魂大神」奉斎が「天照大神」との合祀とされたことの真意を
明らかにすることを課題とする2)。
本稿のいわば前編に相当する拙稿3) では，やはり神社制度改編の１つめ
の主要目的である国幣社列格に備えることを対象にし，国幣小社に奉斎さ
れた「国魂大神」の性質を分析した。そこで論じた内容をまとめると次の
ようになる。
1925年の朝鮮神宮鎮座前には，特別に「朝鮮総督ノ権限」を認めること
に否定的だった内務省当局は，1936年の神社制度改編に際して，ことに国
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「天照大神」と「国魂大神」の合祀
幣社列格に関連しては，総督府の権限や独自性をある程度認める方針に変
わったといえる。事実，国幣小社の祭神の決定には総督府の独自性が認め
られ,「天照大神」と「国魂大神」とを合祀して二柱を「主神」として奉
斎するという方針が取られた（政策決定過程での詳細な検証は本稿にてお
こなう)。
このように「国魂大神」が国幣小社に奉斎されることで，総督府当局と
「国魂神」奉斎論者との対立関係が解消されてくる。そのことを，小笠原
省三と小山文雄のそれぞれの「東亜民族」論において，神社神道を通じて
同祖論的な「東亜民族」の同質性を創り出すという意図での共通点が見ら
れることで説明した｡「国魂神」奉斎論を唱えた小笠原は，東亜民族文化
協会を1933年12月に設立していた。総督府神社行政の担当者である小山は，
1934年10月に著書『神社と朝鮮』を発行し，その地のいわゆる「宗教」に
着目し，同祖論を根拠にしていわば「領土開拓」をなすことで「国体神道」
が「東亜民族」の同質性を創り出していくという発想を表明していた。
以上を踏まえて，朝鮮において「国魂神」奉斎論が神社行政に包摂され
ていく可能性に関して問題提起をした。この可能性を「心田開発」政策に
沿った神社行政の展開の中で実証するためには，本稿の課題，つまり「国
魂大神」奉斎が「天照大神」との合祀とされたことの真意を追究すること
が必要であると考える。
そこで本稿はまず第１節で,「天照大神」と「国魂大神」の合祀から
「心田開発」政策のイデオロギーである「敬神崇祖」の論理を抽出して整
理する。そして,「敬神崇祖」の論理を手がかりに国幣小社祭神に対する
政策意図も考察する。次に第２節でこの政策意図を検証するために，国幣
小社列格に至る政策決定過程を跡づけてみる。
これらを踏まえて第３節では，「国魂大神」という名称が用いられ始
めた時期と，主神が一座奉斎に修正された点に注目して，国幣小社祭神
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に対する政策意図をもう少し掘り下げて考察してみる。最後に第４節で，
主神が一座奉斎に修正された点を通じて国幣小社の経費問題を浮かび上
がらせる。そして同座の主神が多い場合には主神の序列を残すことで解
決した可能性を指摘する。こうして「国魂大神」奉斎が当初より抱えてい
た問題の一端を示しながら，「国魂大神」認識のその後についても多少
なりとも考察を加えてみよう。
なお前掲の拙稿では，皇祖神崇拝を核にした「国家神道」の論理に関し
て，朝鮮神宮創建時はまだその論理の形成段階であったということができ，
確立といえるのは国幣小社列格に象徴される「敬神崇祖」の実施において
ではないかという仮説を立てたうえで考察をおこなった。そして，この仮
説に関しては，朝鮮神宮がその鎮座により伊勢神宮を象徴する存在になる
ため，祭神のもつ意味は「同祖」と「領土開拓」とを組み合わせる論理と
は無関係になってくることを指摘した。
したがってその拙稿では，朝鮮神宮創建は「国家神道」の論理が導入さ
れるための契機になった点だけは検証できたと考える。その論理の確立が
国幣小社列格における「敬神崇祖」の実施であったとする部分に関しては，
まだ検証の途中である。そのため，国幣小社での「国魂大神」奉斎が「天
照大神」との合祀とされたことの真意を明らかにするという本稿の課題は，
同時にこの仮説を検証していく作業にもなる。
１．合祀に見る「敬神崇祖」
筆者は前掲の拙稿にて，1936年における国幣社列格に関連して，内務省
は総督府の権限や独自性をある程度認める方針に変わっていたことを確認
した。このような内務省の方針の変化を前提にすると，国幣小社の祭神で
「天照大神」とともに「国魂大神」を合祀させる総督府の政策的な意図は
何だったのだろうか4)。
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小笠原省三は「国魂神」奉斎論の立場から,「総督府の小山文雄君の卓
見と努力の結果」で「国魂大神」奉斎が国幣小社列格の条件の１つとなっ
たと述べ，神社行政を担当していた小山文雄5) を評価している6)。ここで
「国魂大神」奉斎と国幣小社列格の関係を，小山の「東亜民族」論をもと
にもう少し掘り下げて考えてみよう。
小山の「東亜民族」論自体は総督府の神社行政において現実的ではなく，
むしろその朝鮮版というべき「朝鮮に於ける神々の復活」に注目すべきで
ある。小山の著書7) によれば，彼の調査は神社の「宗教」性を重視し，村
落祭祀を利用対象に想定して神社化を構想するものだった。小山が自らの
構想に歴史的根拠を与えようとしたことは,「朝鮮に於ける神々の復活」
(第６章の標題）という言葉が物語っている8)。
それゆえ，小山は総督府の「国魂神」解釈（｢国魂神」は「建邦神」で
あるという解釈。1928年８月，内務省神社局考証課長の宮地直一が総督府
の嘱託として記した「京城神社祭神増加ニ関スル件」という調査書で示さ
れた）を踏襲しつつもその奉斎には積極的な立場を取っていたと考えられ
る。小山が「外地に於ける神社の祭神問題」に対してもっていた見解は,
「大体に於て天照皇大神，その他その地方の国土経営に関係ありし神々を
主とし，これに在住民に縁故ある産土神を配祀奉斎せしむるがよいとの所
説」を支持するものであった（141～142頁)。朝鮮の場合，総督府の立場
として「国魂神」は「建邦神」(宮地の調査書による）という解釈だった
ので，小山の文章の言葉では「その地方の国土経営に関係ありし神々」に
該当する。そして，この「国魂神」が奉斎される場合は「天照皇大神」と
の合祀で主神にするという考え方であることもわかる。
一方,「心田開発」政策を担当した総督府当局の官僚たち9) が生み出し
た「敬神崇祖」の論理は，朝鮮の「その固有の祖先崇拝観念を基礎として
敬神観念を培養」するという「敬神崇祖」観が基調になっていた。しかも
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「敬神崇祖」は「国体観念」が強調された場合,「敬神」と「崇祖」を
「一体化」する論理として「宗教」性を帯びていた｡「宗教」性を帯びて
きた「敬神崇祖」は,「崇祖」の対象がなければ「敬神」が成り立たない
という自縛性が特徴である10)。
そうすると，当局の官僚たちが国幣小社列格で「国魂神」奉斎を受け入
れたことは事実であるから（小笠原によると，これは小山の「卓見と努力
の結果」とされる)，その場合，彼らは「国魂神」をどのように解釈した
のであろうか。
1936年７月，京城神社と龍頭山神社の国幣小社列格について総督府から
の上奏稟請を受け，拓務省が送付された関係書類をもとに上奏書11) を作成
して内閣に進達した。その上奏書には，京城神社に増祀された「国魂神」
の解釈が，従来の「建邦神」ではなくて「国土開発ノ始祖」という表現で
示されている。この「国土開発ノ始祖」という言葉は，総督府が参考資料
として提出していた（後述するが，実はもっと早く送っていたと判断され
る）京城神社の明細帳12) における記述にもとづいた表現である。この神社
明細帳によると，1926年３月に氏子会の決議にもとづいて境内の大拡張と
社殿の大造営を企画し，同時に「国土開発ノ始祖国魂神一座大己貴命少彦
名命一座ヲ増祀シ奉ラントノ議一決」したという13)。
京城神社側では「国魂神」を「国魂神」奉斎論者と同じ立場で「朝鮮国
魂神」として認識していた。それゆえ，その立場から神社明細帳では名称
こそ「朝鮮」を取って「国魂神」を用いたが，その解釈としては檀君を間
接的に示す「国土開発ノ始祖」との表現を用いて明記したわけだ。これに
対して，総督府当局ではこの表現に修正を加えないで提出用の神社明細帳
を浄書し（固有名詞なら不可だろうが)，拓務省はそれにもとづいて「国
土開発ノ始祖」という表現を用いて上奏書に書いたのだろう。
その理由は，総督府が朝鮮の国家レベルにおける「始祖」として「崇祖」
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の対象を必要としたからであると考えられる。これを整理しなおすと，総
督府当局では「国魂神」を「国土開発ノ始祖」とする解釈を受け入れ，こ
れを国家レベルの「崇祖」の対象として認識した。そして，その「国魂神」
を皇祖神である「天照大神」に対する「敬神」と一体化させることを構想
したのではないかとの議論が成り立つわけである（名称が「国魂大神」と
なることについては後述する)。
実際のところ，総督府の政策意図を検証するうえで資料面での大きな制
約がある。そのため,「心田開発」政策の一環であるという点を重視して，
その「敬神崇祖」というイデオロギーを手がかりに政策決定過程を分析す
ることは，確認作業として必要であるだけでなく，方法論としても生産的
であろうと判断する。そこで，前述した議論を展開していくためにももう
少し考察対象を広げておこう。
神社制度改編の法整備と同時に，内務局長から各道知事宛に法令の施行
に関する通牒が発せられた14)。その「一 神社ノ祭神ニ付テ」の項目には
「国魂大神」に関する説明がなされている。
それを平易な文章に直すと次のように解説できる。往々にして「希望ス
ル向」があったため,「朝鮮ニ於ケル古来ノ神格」として「適当ナル神格」
に関して「研究中」であるが，これを今回の列格で国幣社に「国魂大神」
として奉斎した。そのことは,「朝鮮ニ於ケル国土固成ノ根本神格」とし
て奉斎するために外ならない。今後「朝鮮人ノ信仰ノ対象」として「朝鮮
ニ於ケル神格」を奉斎する場合は「国魂大神」としなければならない。た
だし「天照大神」との合祀で二柱を「主神」とすること，という内容だ。
要点は２つあって，今後「朝鮮ニ於ケル神格」を奉斎する場合は「国魂
大神」に統制すること，および「国魂大神」は「天照大神」と合祀してこ
れら二柱を「主神」として奉斎することの指示となろう。
総督府の独自性を重視し，なおかつすでに「国魂神」を奉斎している京
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城神社の昇格を目指すものなら,「心田開発運動」の目標に掲げた「敬神
崇祖」の論理にもとづき国幣小社の祭神を選定することは可能性として高
くなる。そこで，この通牒の内容のうえに「敬神崇祖」の論理を被せて解
釈してみよう。
まず,「国体観念」にもとづく「敬神」の対象として皇祖神＝ ｢天照大
神」は必須である。また,「崇祖」の対象も必要となるから，これを「研
究中」ではあるが「国魂大神」として奉斎することにする。しかもこれら
が「一体化」する論理であるから,「天照大神」と「国魂大神」とは主神
として合祀されなければならない。
別の角度からも見てみよう。筆者は，朝鮮神宮の祭神のキーワードとし
てむしろ相応しかったと考える「同祖」と「領土開拓」の組み合わせは
（ただし創建に至る過程まで)，1936年から列格が始まる国幣小社へと継
承されるという議論を展開してきた。この組み合わせを当てはめて説明す
るなら，国譲り神話を背景とする「領土開拓」の神が「国魂大神」となり，
これが「日鮮同祖論」を媒介に「天照大神」へと「一体化」することにな
る｡「同祖」と「領土開拓」の組み合わせは,「敬神崇祖」の論理で見る限
り，まさに国幣小社の祭神に当てはまるキーワードだといえるのである15)。
以上,「敬神崇祖」の論理を手がかりにして総督府当局の国幣小社祭神
に対する政策意図を考察した。この政策意図への考察を可能な限り検証す
るために，次節からは国幣小社列格に至る政策決定の過程を跡づけてみよ
う。
２．国幣小社列格に至る過程
前掲の拙稿にて，1932年５月頃に総督府内務局では秘密裏に京城神社と
龍頭山神社の官国幣社昇格を模索し始めていたことを指摘した。
その後，農村振興運動の展開の中で宇垣一成総督は，1935年１月に道参
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与官打合会での訓示の中で「心田」に対策を加えていく方針を初めて公表
する16)。いわゆる「心田開発運動」が開始されるのである。そして，その
主管部署である学務局は早速各教団体への接触を開始した。
２月２日に,「神道懇談会」として朝鮮神宮宮司や京城神社社掌等に対
して接触がなされ,「懇談するところ」があった。1925年の朝鮮神宮鎮座
の時期には,「神社を以つて思想善導をなさんといふが如きは時代錯誤」
(内務局長の生田清三郎）として，内務局は神社による「思想善導」には
否定的だった。ところが，10年後のこの時期には「心田開発」政策におけ
る「宗教復興」の一対象になったため，前記の神職らに接触がなされたの
である。
この時の「懇談」の内容は不明であるが，おそらくこの時かその後の接
触において，朝鮮神宮側からは権宮司と名誉主典の設置が要望として出さ
れた可能性がある17)。なぜなら，総督府当局ではこれらの事項に関して
「朝鮮神宮職員令」の改正に動き出し（おそらく８月の第１次国体明徴声
明の直後のことだろう)，この年の10月に改正法令（勅令第292号）が公布
されたからである（実際は本国政府で主典の部分が修正され，別枠の名誉
主典ではなく，主典の定員自体が５名から７名に増員された)。
京城神社に関しても不明であるが，同様にこの時かその後の接触におい
て，模索されていた官国幣社への昇格問題が再び浮上した可能性がある。
なぜなら，第１次国体明徴声明の直後に総督府では，９月４日付で京城神
社と龍頭山神社の官国幣社列格について，その当否および列格の程度を神
社調査会で内議してほしい旨を照会し，その関係文書が拓務省へ送られて
いるからである18)。
神社調査会での内議は12月17日におこなわれ，その回答は神社局から拓
務省に通知され（1936年１月17日付)19)，その後朝鮮総督府内務局に通知
されている（１月23日付)20)。その回答の内容は，京城神社と龍頭山神社
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ともに「国幣小社ヲ適当ト認メラルヽコトトシテ回答致シ度シ」というも
のであった21)。またそれに加えて,「尚将来朝鮮ニ於ケル此ノ種ノ問題ニ
関シテハ大体一道ニ付国幣社一社ヲ超エサル程度ニ限局スルヲ適当ト思料
セラルルヲ以テ為念此ノ趣旨ヲ附加致シ度シ」と記されている。この決定
内容にもとづき，総督府は一道一国幣社設置の方針を取っていくのである。
神社調査会から回答があるまでは，総督府当局では「神社制度の確立｣，
つまり京城神社と龍頭山神社を官国幣社へ列格すること，およびその他の
神社にも社格制度（実際は神饌幣帛料供進指定神社の制度となる）を導入
することを目指し，そのための法整備に取りかかっている22)。
神社調査会からの回答を受けた後は，総督府では京城神社と龍頭山神社
の国幣小社列格に向けて書類を整えるのと同時に，一道一国幣社設置の実
施のためにも国幣社関係の法令を整備するための作業を進めていくことに
なる。
５月11日付で，国幣社列格に関して内閣総理大臣宛の朝鮮総督による上
奏稟請書が出される（｢京城神社及龍頭山神社列格参考資料」も添付され
て)23)。その内容は，神社調査会からの回答（京城神社と龍頭山神社の列
格は国幣小社が適当，将来的には１道に国幣社１社を超えない程度に限る
のが適当）を踏まえて，京城神社と龍頭山神社の国幣小社列格を「仰出サ
レ」るように取り計らいを請うものである。また，今後「相当ノ社格ヲ有
スル神社」(つまり官国幣社）の創立は国幣小社にし,「一道ニ一社ヲ創立
シ一道住民ノ崇敬ノ中心タラシムルヲ妥当ナリト思料致」した。構想とし
ては,「新ニ神社ヲ創立スルコトハ容易」でないうえに「既設神社トノ関
係モ有之」ために,「現在神社中其ノ鎮座地，諸設備，社礎其ノ他相当ノ
社格ニ列セラルルニ足ルモノ」から「漸次一道一社ヲ限リ列格ノ御詮議ヲ
仰ギ」たいとする。
その次には６月４日付で,「京城神社奉賛会設立趣意並希望」が追加資
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料として出されている｡「龍頭山神社奉賛会会則草案」の方は日付がない
ので断定できないが，やはりこの時期に提出されたものと考えられる。こ
れらの資料が追加で提出された理由としては，上奏稟請を受けて拓務省で
上奏書が作成されるまでの間，細部で調整が図られたものと推測される。
その調整の１つが両神社で奉賛会を組織することだったといえるだろう。
もう１つの調整として考えられるのは，国幣小社列格の銓衡内規を作る
ことではないだろうか。７月10日付で内閣書記官宛の本多保太郎（拓務省）
による送付通知書（国幣社列格に関わる銓衡内規の送付通知）が出されて
いる。その銓衡内規とは，朝鮮総督府作成の「朝鮮ニ於テ国幣社ニ列セラ
ルベキ神社ノ銓衡内規」であり，この資料も後から追加で送付されたこと
がわかる。
そして，このような関係資料が揃った後，ようやく７月25日付で拓務大
臣の上奏書「京城神社及龍頭山神社ヲ国幣社ニ列格ノ件」が内閣に進達さ
れる。その後の経過は，上奏を経て７月28日付で指令案が起案され，31日
付で裁可，８月１日付で指令が出されるというものであった24)。これを受
けて，朝鮮総督府では両神社を「国幣小社ニ列セラルル旨 仰出サル」と
いう内容の総督府告示第434号（８月１日）を出し，京城神社と龍頭山神
社は正式に国幣小社に列格されたのである。
以上の過程を整理したものが表「京城神社・龍頭山神社の国幣小社列格
に至るまで」である。内務省との関係を中心に要約してみるなら，神社調
査会からの回答を受け，総督府当局は京城神社と龍頭山神社の列格程度を
国幣小社にし，さらに一道一国幣社の設置方針も実施する方向で法整備作
業を進めていった。なお，祭神に関しては神社調査会は何の注文も付けて
おらず，総督府案がそのまま反映されることになる。
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表 京城神社・龍頭山神社の国幣小社列格に至るまで
関 連 事 項
1932. 5.
総督府内務局は，秘密裏に京城神社と龍頭山神社の官国幣社昇格を
模索し始めた。
1935. 1. 宇垣総督が「心田開発」の方針を公表。
2. 2 ｢神道懇談会」として朝鮮神宮宮司や京城神社社掌等と「懇談｣。
4.16付 宇垣総督は教育機関に対して，国体明徴に関わる訓令を出す。
8.10付
８月３日の第１次国体明徴声明に対応し，総督府で「国体明徴ニ関
スル件」(官通牒第23号，1935年８月10日付）が発せられる。
9. 4付
京城神社と龍頭山神社の官国幣社列格について，その当否と程度を
神社調査会で内議してほしい旨の照会，総督府から拓務省へ。
10.14
今井田政務総監は「全鮮氏子総代連合会」での告辞の中で,「本府
は此に鑑み目下神社制度の確立，社務の整善等に関し鋭意考究中に
属せり」と述べる。
10.25付
10月15日の第２次国体明徴声明に対応し，総督府で「国体明徴ニ関
スル件」(官通牒第34号，1935年10月25日付）が発せられる。
12.17 神社調査会で内議。
1936. 1.17付 神社調査会からの回答が内務省神社局から拓務省へ通知。
1.23付 神社調査会からの回答が拓務省から朝鮮総督府へ通知。
5.11付 内閣総理大臣宛に朝鮮総督による上奏稟請書。参考資料も添付。
6. 4付
｢京城神社奉賛会設立趣意並希望」の作成。同時期に「龍頭山神社
奉賛会会則 草案」も作成されたことは確実だろう。参考資料に追
加される。
7.10付
朝鮮総督府作成の「朝鮮ニ於テ国幣社ニ列セラルベキ神社ノ銓衡内
規」が，拓務省経由で内閣へ送付。
7.25付
上奏書「京城神社及龍頭山神社ヲ国幣社ニ列格ノ件」が，拓務省か
ら内閣へ進達される。
上奏を経て７月28日付で指令案が起案され，31日付で裁可，８月１
日付で指令。
8. 1付 総督府告示第434号，京城神社と龍頭山神社が国幣小社に列格。
8.
各道知事宛の内務局長通牒「神社ニ関スル法令ノ施行ニ関スル件」
(内秘第89号，1936年８月)。
３.「国魂大神」の登場
前節では国幣小社列格に至る政策決定過程を跡づけてきた。それは,
「敬神崇祖」の論理を手がかりに考察した国幣小社祭神に対する政策意図
を検証するためである。ここからも引き続き検証を続けるが，そのための
方法としては，「国魂大神」という名称が用いられ始めた時期と，主
神が一座奉斎に修正された点に注目して，政策決定過程をもう少し掘り下
げてみようと思う。
なお，祭神案に関しては総督府の独自性が確保されたことを付言してお
く。また，５月11日付で出された内閣総理大臣宛の朝鮮総督による上奏稟
請書では，京城神社と龍頭山神社ともに祭神名に「国魂大神」が用いられ
ているし，また両神社ともすべての主神が一座に祀られることになってい
た。これは内閣で審査されるよりも前に総督府が両神社の祭神を決定して
いて，そのまま修正されなかったことを意味している。それから，京城神
社は列格により「国魂神」から「国魂大神」へ名称が変更されたのである
が，龍頭山神社の場合は列格により「国魂大神」が初めて奉斎されたこと
も念頭に置く必要がある。
（１）｢国魂大神」が用いられ始めた時期
まず「国魂大神」が用いられ始めた時期について述べよう。前述したよ
うに1934年には各道知事宛の内務局長通牒で,「朝鮮国魂神」のように
「朝鮮」を冠した「呼称」を禁じる旨の指示が出されていた。とはいえこ
の段階では，名称を特定のものに統一するものではなかった。それでは
「国魂大神」の名称はいつから使用されるようになったのであろうか。
残存する資料に限りがある中で，前記の上奏稟請書とともに総督府から
提出されたと考えられる「京城神社及龍頭山神社列格参考資料」(上奏書
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に添付された参考資料）に収まっている京城神社と龍頭山神社の明細帳は
手がかりになりそうである。２つの神社明細帳はともに総督府で提出用と
してタイプライターで浄書されたと見られ（無地の用紙で，他に使用例が
ある拓務省専用のタイプライター用紙ではない)，様式も統一されている。
その祭神欄にはそれぞれ「国魂大神」という名称で表記されているが，
実際に列格時になされたように主神すべてが一座に祀られているのではな
い。たとえば，京城神社は「主神」とされた「天照大神」と「国魂大神」
がそれぞれ一座となっていて，段を下げられて下位に位置づけられた「大
己貴命」と「少彦名命」が併せて一座である。官国幣社では主神と配祀神
を区別するから25)，後者は配祀を意味するのだろう。龍頭山神社も主神26)
は同様に「天照大神」と「国魂大神」がそれぞれ一座で,「大物主神」以
下の七柱は段を下げられてそのまま下位に列挙されているだけである（同
様に配祀だろう)。
このような祭神欄の書き方は，もともと両神社が総督府に提出した資料
（由緒記ではないかと考えられる）に書かれていた祭神，つまり列格前の
両神社の祭神とは異なっている。そのため，浄書の時点における総督府当
局が，列格後の両神社の祭神を想定して編集したものと判断できる。それ
では,「国魂大神」の名称が用いられた２つの神社明細帳はいつどのよう
に作成されたのであろうか。次はこれを明らかにするために，神社明細帳
をもう少し丹念に分析してみよう。
そもそも神社明細帳は，この時期には法的なものとしては存在しなかっ
た｡「神社寺院規則」(総督府令第82号，1915年）は1936年８月に改正され,
「神社規則」(総督府令第76号）が制定されるが（同時に総督府令第80号
「寺院規則」も制定)，新法では旧法により創立が許可された神社に対し
て明細帳の提出を義務づけ（｢附則｣)，その様式も指定している。これに
ともない該当する神社で同一様式の明細帳が作成され，その提出が義務づ
植民地期朝鮮における国幣小社とその祭神
― ―51
けられたわけであるから，列格前の京城神社と龍頭山神社には，様式の統
一された明細帳が存在しているはずがない。
京城神社の明細帳は，記述内容を「京城神社御由緒記｣27) (1932年に京城
府経由で内務局地方課に提出）と照合してみると，この「京城神社御由緒
記」の記述を元にして作られていることがわかる28)。実際，この神社明細
帳には「境内神社」欄に天満宮，宇佐八幡社，伏見稲荷社は書かれている
が乃木社の記述がない。乃木社は1934年９月に鎮座しているからである。
また，神社明細帳に記載されている最新の日付は1931年８月である。それ
ゆえ，1932年に提出されていた「京城神社御由緒記」を元にして，総督府
当局で祭神欄を編集したうえで29)，神社明細帳が作成されたことはほぼ確
実であろう。しかもタイプライターによる浄書である。
また，龍頭山神社の明細帳も同様に,「龍頭山神社御由緒 其他｣30) を元
にして作成されている。この神社明細帳の「一 由緒」後半部分は,「龍
頭山神社御由緒 其他」の「(イ)龍頭山神社御由緒及沿革」末尾に書かれ
ている全国神職会の決議（｢明治四十一年九月｣）や，官国幣社への昇格を
伊藤博文統監と寺内正毅総督に「稟申」および「懇請」した内容の抜粋と
要約である。しかも，神社明細帳では「一 由緒」の締め括りを「未ダ社
格附与ノ場合ニ至ラズ今日ニ至レリ」と，暗に社格付与を要請する表現に
書き換えている31)。
やはり龍頭山神社の明細帳も，京城神社の明細帳と同時期に「龍頭山神
社御由緒 其他」を元にして，総督府当局により祭神欄を編集したうえで
作成されたものと考えていいだろう（同様にタイプライターによる浄書)。
それでは，両神社の明細帳が作成された時期の特定は可能であろうか。
上奏稟請書よりも前の段階で提出用に作成されたわけであるから，目下の
ところ次のように考えられる。すなわち，1935年９月４日付で書かれた神
社調査会の内議に関わる関係文書（京城神社と龍頭山神社の官国幣社列格
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について，その当否および列格の程度を神社調査会で内議してほしい旨の
照会を内容とする）に，参考資料として両神社の明細帳が添付されたもの
と考えるのが自然であろう32)。
次は名称の問題であるが,「国魂大神」が総督府内で用いられ始めた時
期は，これまでの考察をもとにすると，1935年９月に参考資料として作成
されたと思われる両神社の明細帳の頃からと推測される。そして，翌年８
月に両神社が列格された時が,「国魂大神」という名称の公式使用の始め
となる。そして，この頃に発せられた通牒（前述した各道知事宛の内務局
長通牒）でこの名称への統制が指示され,「天照大神」との合祀も義務づ
けられる。すなわち，今後「朝鮮人ノ信仰ノ対象」として「朝鮮ニ於ケル
神格」を奉斎する場合は「国魂大神」としなければならない。しかも「天
照大神」との合祀で二柱を「主神」とすること，という内容であった。
京城神社と龍頭山神社の明細帳に記載されているように，主神として
「天照大神」と合祀するなら，これまで統制してきた「国魂神」という名
称では格下の感じがして不適当だろう。そのため，単純に「天照大神」の
名称に合わせて「国魂大神」としたとしても強ち的外れとはいえないと考
えるが，今の段階ではこの推論を実証することができない。
（２）主神が一座奉斎に修正
次は主神が一座奉斎に修正された点について考察しよう。内閣総理大臣
宛に出された朝鮮総督の上奏稟請書において（５月11日付)，総督府当局
は京城神社および龍頭山神社ともに主神を一座に奉斎するよう修正してい
る。それ以前に書かれたと考えられる神社明細帳の祭神欄とは異なる内容
であるのだ。
ここまでの考察から，神社明細帳の作成段階において総督府当局では，
主神として「天照大神」と「国魂大神」の二神を合祀する方針を取ってい
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たことは確かである。この合祀の問題を神社側の立場から見ようとするな
ら，龍頭山神社の陳情が手がかりになるだろう。
龍頭山神社では宇垣総督宛に陳情書33)（1936年６月１日付）を提出して
いる。その冒頭には次のように書かれている。
……今般朝鮮地方に敬神崇祖の美風を涵養し国民精神の帰一を図るの
御趣旨に基づき龍頭山神社を進めて国幣社に列し祭るに天照大神国魂
大神を以てし給ひ従来奉斎せる金刀比羅大神住吉大神其他大神は或は
相殿として左右に配祀し或は別殿に安して摂社となし奉るべき趣拝承
仕候
ここからわかることは２つある。まず，総督府当局は龍頭山神社の国幣
小社列格に際して主神を「天照大神」と「国魂大神」とし，他の祭神は相
殿や摂社として奉斎するという方針であった点があげられる。２つめは，
このような主神を「天照大神」と「国魂大神」とする方針は,「敬神崇祖
の美風を涵養し国民精神の帰一を図るの御趣旨に基」づくと神社側で判断
していた点である。
前述した龍頭山神社の明細帳では，その祭神欄で主神の「天照大神」と
「国魂大神」がそれぞれ別々に一座とされ,「大物主神」以下の七柱がそ
のまま下位に列挙されていた。七柱が下位に列挙されていることは，陳述
書に書かれているように，他の祭神を相殿や摂社に配祀神として奉斎する
ことを意味しているものと判断される。
崇敬者にとって「国魂大神」の合祀は問題がないとしても，神社の由緒
に関わり，信仰対象としても大切に祀られてきた神々が主神にならないよ
うな条件は承伏できないはずである。そのため崇敬者総代会は,「金刀比
羅大神」(｢大物主神｣）と「住吉大神」(｢表筒男命」｢中筒男命」｢底筒男
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命｣）を主神に加えることの陳情をおこなったわけである。
主神を「天照大神」と「国魂大神」の二座とする神社明細帳での奉斎方
針は，翌年の1936年１月における「心田開発」の「目標｣34) 発表にともな
い,「敬神崇祖」実施の一環として龍頭山神社に伝え及んだものと考えら
れる。少なくとも，陳情書の記述は「天照大神」と「国魂大神」の合祀が
「敬神崇祖」と関係していることを裏付けている。
しかしながら，総督府は龍頭山神社の陳情よりも早く内閣総理大臣宛に
上奏稟請書を出していて（５月11日付)，そこに記された主神は京城神社
も含めて二柱が一座ずつではなく，他の神とともに一座での奉斎に修正さ
れた内容となっている。つまり京城神社は「天照大神 国魂大神 大己貴命
少彦名命」を一座で，龍頭山神社は「天照大神 国魂大神 大物主命 表筒
男命 中筒男命 底筒男命」を一座で奉斎するという内容である。この祭神
における修正はどのように理解したらいいのだろうか。
４.「国魂大神」奉斎が抱える問題
（１）国幣小社の経費問題
１月23日付で神社調査会からの回答を受けた後は，総督府では京城神社
と龍頭山神社の国幣小社列格に向けて書類を整えるのと同時に，一道一国
幣社設置の実施のためにも国幣社関係の法令を整備するための作業を進め
ていく。しかしながら，一道一国幣社設置となると植民地ゆえに経費問題
が高い障壁となって立ち塞がるのは想像に難くない。たとえば，５月11日
付で出された内閣総理大臣宛の朝鮮総督による上奏稟請書（前述）におい
ても,「新ニ神社ヲ創立スルコトハ容易」でないうえに「既設神社トノ関
係モ有之」ために,「現在神社中其ノ鎮座地，諸設備，社礎其ノ他相当ノ
社格ニ列セラルルニ足ルモノ」から「漸次一道一社ヲ限リ列格ノ御詮議ヲ
仰ギ」たいという方針が述べられていた。
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では神社の経費面を見てみよう。官国幣社（官幣社と国幣社）は年度ご
とに国庫から供進金が支出された。また，国幣社に関しては例祭の神饌幣
帛料も年度ごとに国庫から供進されていた。
神社調査会からの回答の結果，京城神社と龍頭山神社が国幣小社に列格
することが確実となったため，朝鮮総督府の1936年度予算に国幣小社新設
に必要な経費を上乗せする必要が生じてくる。その経費の増加を説明した
書類35) には，予算科目に「国幣社費」として2,120円を計上することが書
かれている。その算出内訳は両神社の「維持費」がそれぞれ1,000円ずつ，
神饌幣帛料がそれぞれ60円36) ずつであった。この書類では神社経費の移行
方法を次のように想定している。
而シテ国幣社ニ列セラルルトキハ，例祭ニ於テ国庫ヨリ幣帛料ヲ供進
スルノ制ナルヲ以テ一社ニ付年額六十円ヲ要シ，此ノ外前記二社（龍
頭山神社と京城神社を指す＝引用者）ハ常時ノ維持費ニ対シ氏子醵出
金ヲ，龍頭山神社ニ在リテハ年額四，三〇〇円，京城神社ニ在リテハ
年額一一，二三八円（共ニ十年度予算ニ依ル) 計上セルヲ以テ一応之
ヲ廃シ，一社平均一，〇〇〇円ヅツノ経常費ヲ国庫ヨリ支出スルノ要
アリ。(中略）前述ノ如ク経常費ニ対シ一社平均一，〇〇〇円ヲ国庫
ヨリ供進スルモ，氏子醵出金ヲ全廃スルトキハ例祭ノ奉祝費等従来ノ
慣例ニ依ル経費ニ不足ヲ来スベキヲ以テ，各神社氏子崇敬者ヲシテ奉
賛会ヲ組織セシメ，慣例ニ依ル経費ハ奉賛会ノ経済ヲ以テ支弁セシメ
ントス。故ニ右二社ヲ国幣社ト為スモ将来国庫ノ負担ヲ激増スルノ虞
ナク，(中略）以テ右二社ヲ国幣社ト為シ，一面他ノ神社モ夫々社格
ヲ定メ朝鮮ニ於ケル神社ニ関スル制度ノ統一ヲ図リ，以テ敬神思想ノ
啓培ニ努ムルノ要アルニ由ル。(句読点は引用者による）
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国幣社には法的に崇敬者組織が存在しないので，氏子醵出金に関しては
「一応之ヲ廃」して，国庫よりの供進金制度に移行させる。すなわち，例
祭の神饌幣帛料60円と「維持費」として1,000円の供進金37) を国庫より支
出するという内容である。氏子醵出金はなくなっても，代わりに奉賛会を
組織して「慣例ニ依ル経費」を負担させれば，両神社が「将来国庫ノ負担
ヲ激増スルノ虞ナク」という算段であった。
京城神社と龍頭山神社の氏子醵出金がそれぞれ11,238円と4,300円であ
ることについて，ここで少し考察を加えてみよう。京城神社の場合,「昭
和十年度京城神社歳入歳出予算｣38) という表の「歳入ノ部」には氏子醵出
金が11,190円と記されている。この金額の違いは表の「附記」に,「氏子
醵出金ハ恒例ニヨリ九月ノ氏子総代会ニ於テ大祭細目予算確定ニヨリ変更
スルコトアルベシ」とあるので，９月の氏子総代会で氏子醵出金が11,238
円に変更されたものと理解していいだろう。むしろここで重要なのは，
1935年度予算の歳入の合計額が33,968円であるため，氏子醵出金の占める
比率が歳入全体の３分の１にも及んでいる点である。
龍頭山神社の場合,「昭和十年度龍頭山神社歳入出収支計算書｣39) におけ
る「歳入ノ部」の「経常部」には，氏子醵出金が4,300円と記されていて，
引用資料の金額が正確であることを確認できる。1935年度予算の歳入
（｢経常部｣）の合計額が13,860円であるため，歳入全体の中で氏子醵出金
の占める比率は京城神社に劣らず歳入全体の３分の１近くにまで及んでい
る。
それゆえ，総督府当局が両神社のもつ氏子組織の集金力に注目しないは
ずはない。そのため，資料にあるように「氏子崇敬者」に「奉賛会」を組
織させることを計画したのであろう（上奏稟請書提出後に，奉賛会の資料
が提出されたことは前述した)。なお，朝鮮神宮においても鎮座十年祭に
備えて1933年に奉賛会が設立されている。
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以上のように想定された神社経費の移行方法は，京城神社と龍頭山神社
の列格直後において実施されている。すなわち,「崇敬者ノ醵出ニ依ル供
進金」をより積極的に利用する方向に修正されながら実施に移された。前
述の内務局長通牒（｢神社ニ関スル法令ノ施行ニ関スル件」1936年８月）
には，国幣小社の経費問題に対処する内容が記されていて，移行方法の内
容を確認することができる。この通牒の「四 国幣社ノ財政ニ付テ」には
次のような指示が書かれている。
国幣社ハ宮司，禰宜，主典，出仕等ノ職員ヲ置キ，相当ノ経常費ヲ必
要トスルモ国庫供進金ハ多額ノ支出ヲ為スコト困難ナルニ付，社入金
ノ外崇敬者ノ醵出ニ依ル供進金又ハ地元公共団体ノ供進金等ニ依リ，
社費ノ大部分ヲ支弁シ得ルヤウ準備セシムルコト。(句読点は引用者
による）
やはり「国庫供進金」は「多額ノ支出ヲ為スコト」が「困難」である現
状が指摘されていて,「崇敬者ノ醵出ニ依ル供進金」や「地元公共団体ノ
供進金等」により,「社費ノ大部分ヲ支弁」できるよう「準備」すること
が指示されている。しかしながら国幣社には法的に崇敬者組織が存在し得
ない。このことに関して，次の「五 国幣社ノ氏子会又ハ崇敬者会ニ付テ」
において説明がなされている。
国幣社ニ於テハ法規上氏子総代又ハ崇敬者総代ノ制ナキモ，国幣社タ
ルト同時ニ地元民ノ氏神タル地位ヲ失フモノニ非ズ。殊ニ現状ニ於テ
ハ氏子崇敬者ノ醵出ニ依ル神社費ノ供進ヲ受ケ，又造営等ニ付費用ノ
醵出ヲ受ケザルベカラザルヲ以テ，神社ト氏子崇敬者トハ相離ルベカ
ラザル関係ニ在リ……。(句読点は引用者による）
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ここでも「氏子崇敬者ノ醵出」による「神社費ノ供進」を受け，また
「造営等」についても「費用ノ醵出ヲ受ケ」なければならない現状が説明
されている。そのため，国幣社に「氏子会又ハ崇敬者会」の制度がないと
はいえ,「神社ト氏子崇敬者トハ相離ルベカラザル関係」を維持すること
の必要性が説かれた。
その具体的な方法は引用した文章の続きに示されている。すなわち,
「宮司ハ常ニ氏子又ハ崇敬者総代ト密接ナル接触ヲ保」つこと,「神社費
ノ予算編成ニ当リテハ内協議ヲ為シテ寧ロ積極的援助ヲ求メ」ること，そ
して「神社ノ造営其ノ他ノ重要事項ニ付テモ常ニ連絡ヲ保チ扞格ナカラシ
ムルコト」が指示されたのである。
なお，1936年度予算には官国幣社以外の神社への支援のためにも経費補
助の増加が図られていた。すなわち，該当する49の神社（列格予定の二社
を除く）に対して，社掌の平均俸給（年俸）1,200円の半額である600円を
各神社に補助するという内容である。予算科目としては「神社費補助」で
四九社分の合計29,400円となる。これもまた「心田開発」政策における
「敬神崇祖」実施の一環であることがわかる。
経費補助の理由は,「神社職員ノ素質改善ト地位向上トヲ図ルノ要アリ」
とされる。具体的には,「地元崇敬者ノ維持費ノ負担力乏シキガ為」に
「適当ナル人物ヲ招聘スルニ足ル俸給ヲ支給スルコト能ハザル為」とある
ように，神職の待遇が劣悪である背景がある。そのため,「特ニ朝鮮ノ実
情ニ於テ奉仕者ヲ卑賤視スルニ至ル」だけでなく,「延ヒテ祭祀ニ対スル
敬虔ノ念ヲ薄カラシメ敬神思想ノ啓培ヲ阻害スルノ虞アルヲ以テ」と述べ
られている40)。
（２）一座内での主神の序列化
それでは上述したような経費問題は，国幣小社の主神を一座に奉斎する
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ことに修正したことと，どのように関係するのだろうか。修正前の奉斎方
針は「天照大神」と「国魂大神」を合祀して主神を二座とし，他の祭神は
配祀神として奉斎するという内容であった。これに対して龍頭山神社では
６月１日付で陳情書を提出したのだが，その動向をいち早く察知した総督
府当局は奉斎方針に修正を加えたのではないだろうか。
すなわち，経費問題という懸案を抱えることになったため，総督府当局
にとって崇敬者を無視するような政策を取ることがかえって功を奏さない
のは明白である。そこで，当局では国幣小社の主神に従来の祭神も加える
ことにより，神社側の反発を抑える手段を取ることにしたものと見てよか
ろう。
だが，多くなる主神を（京城神社は四柱，龍頭山神社は六柱)，すべて
一座に奉斎する方法を総督府当局が選んだ理由も確認しておかないといけ
ない。まだ推測の段階であるが，２通りの理由が考えられる。１つは，こ
の機会に「敬神崇祖」の徹底を期する意味において,「天照大神」と「国
魂大神」を一座に奉斎することを当局が優先したのではないだろうか。も
う１つは，主神それぞれを一座にしたならば，祭祀等で煩雑さが増してく
ることが予想されたからではないだろうか。たとえば例祭では座数に応じ
て奉幣がなされるわけである41)。
いずれにしても多くなった主神すべてを一座に奉斎することは，同時に
「天照大神」｢国魂大神」以外の祭神も同座に祀られるという難点がある。
しかしながら，祭神名に順番があるように，実際の奉斎自体も序列をもっ
てなされることで解決したものと考えられる。
台湾の例ではあるが，嘉義神社が国幣小社に列格（1944年２月）する前
に，本国政府（当時の管轄部署は神祇院）は台湾総督府からの照会に対す
る回答で，次のような指摘をしている。すなわち,「祭神座数ハ之ヲ一座
トシ，天照大神ハ本殿正中ノ神座ニ，大国魂命 大己貴命 少彦名命ハ之
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ヲ其ノ左座ニ，能久親王ハ之ヲ其ノ右座ニ奉祀スルヲ至当ト存候條申添
候｣42) (読点は引用者）とあるように，一座とはいえ配祀のような序列を確
認することができる。朝鮮の場合も，同様の序列で奉斎された可能性を指
摘することができよう。
たとえば，全州神社も二柱以外の主神が奉祀された国幣小社であり
（1944年５月列格)，列格時の主神は「天照大神」｢明治天皇」｢国魂大神」
である。全州神社では当初は祭神が「天照皇大神」(後に「天照大神｣）で
あったが，1935年11月に「明治天皇」と「大国魂神」(後に「国魂大神｣）
が増祀されている。この時に「天照大神」を正座に祀り,「明治天皇」と
「大国魂神」がそれぞれ左座と右座に「配祀」された。しかるに，1936年
８月に道供進社に指定されて国幣小社列格が目指されたため，1942年12月
に「配祀神」を主神となすことが「許可」されて三柱が一座に奉斎され
た43)。一座に奉斎されたとはいえ，台湾の嘉義神社の例のように従前の配
祀の位置関係であった可能性は高い。
しかしながら，例外はあったものの原則としては前掲の内務局長通牒
（1936年８月）で指示されたように,「国魂大神」の奉斎は「天照大神」
との合祀であり，これら二柱を「主神」とする方針が取られている。その
後の国幣小社列格でも，江原神社44) や全州神社のように二柱以外に祭神が
ある場合を含めて，これら二柱を必ず主神として合祀する枠組みは貫かれ
ている。さらに，主神を一座に奉斎することに関しては台湾でも継承され
ている45)。
（３）｢国魂大神」認識のその後
1936年８月の最初の国幣小社列格以降，1937年，1941年，1944年と３次
にわたって列格がおこなわれている。この期間における総督府当局の「国
魂大神」認識の変遷はひとつの研究課題となるだろう。とはいえ目下のと
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ころ，1944年での列格において次のようなことがわかる程度に留まってい
る。
この時期になると総督府当局からは「敬神崇祖」の論理を見出しにくく
なるのに対して，咸興神社側ではかつて京城神社で見られたような「朝鮮
国魂神」観を維持していたようである。咸興神社が列格申請で提出した神
社明細帳46) には,「国土ノ神霊タリ，太古悠久ノ昔ヨリ我ガ咸鏡南道ヲ開
発シ，万物ニ無終無限ニ生成化育ノ霊力ヲ垂レサセ給フ，国土開発ノ祖神
タル地祇国魂大神ノ御神霊」(読点は引用者）と述べられている47)。つま
り「国魂大神」を「国土開発ノ祖神タル地祇」と認識しているのである。
この認識は，京城神社の列格の際に用いられた「国土開発ノ始祖」(｢朝鮮
国魂神」とする京城神社側，および「国魂大神」とする総督府当局の双方
が用いた語）に共通していよう。
ところが，1944年における総督府当局は，本国政府に提出した「咸興神
社列格理由書｣48) で述べているように,「国魂大神」には「崇祖」の対象と
いう性格が消え,「国土ノ根本神格ニ坐シ神徳顕著ニ亘ラセ給フ」という
認識に変わっている。この認識は全州神社の「全州神社列格理由書｣49) で
も同様であり，やはり「国土ノ根本神格トシテ神徳顕著ニ亘ラセ給フ」と
述べられているのである。
この時期の４月，本国政府が朝鮮総督府に打った電報50) で,「神社造営
工事ノ休止繰延等ニ付朝鮮ニ於テモ内地（要綱ハ六日付通報セリ）同様ノ
方針ヲ以テ実施セラレ居ルヤ否ヤニ付照会」していた事実を知ることがで
きる。これに対して朝鮮総督府では,「四月八日実施要綱ヲ決定シ神社ノ
造営，修理ハ他ノ土木工事ト同様維持保存上必要ナル最小限度ノ修理ノ外
一切コレヲ停止スルコトニ方針決定セリ｣51) と返電を打っていた。
つまり，総督府の神社行政は４月８日に決定した「実施要綱」において，
当時進められていた扶余神宮（官幣大社）の造営や，神社・神祠の増設・
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昇格にともなう造営等の工事に関して,「一切コレヲ停止スルコトニ方針
決定」したのである。もはや「敬神崇祖」どころではない事態に陥ってい
る。
お わ り に
本稿の課題は，神社制度改編（1936年８月）の１つめの主要目的である
国幣社列格に備えることを対象にし，その政策意図を解明しながら，国幣
小社での「国魂大神」奉斎が「天照大神」との合祀とされたことの真意を
明らかにすることであった。この課題に対して本稿で得られた成果をまと
めると次のようになる。
1936年８月の神社制度改編にともない,「国魂大神」奉斎は「天照大神」
との合祀とし，これら二柱を「主神」として奉斎することが総督府内務局
により各道に通牒で指示された。この合祀に「同祖」と「領土開拓」の組
み合わせを当てはめるなら，国譲り神話を背景とする「領土開拓」の神が
「国魂大神」となり，これが「日鮮同祖論」を媒介に「天照大神」へと
「一体化」することになる｡「同祖」と「領土開拓」の組み合わせは,「敬
神崇祖」の論理で見る限り，まさに国幣小社の祭神に当てはまるキーワー
ドだといえる。
次に，神社制度改編で最初の国幣小社列格がなされるまでの政策決定過
程を跡づけてみた。内務省との関係を中心に要約するなら，神社調査会か
らの回答を受け，総督府当局は京城神社と龍頭山神社の列格の程度を国幣
小社とし，さらに回答にある一道一国幣社の設置方針も実施に向けて法整
備作業を進めていった。なお，祭神に関しては神社調査会は何の注文も付
けておらず，総督府案がそのまま反映されることになる。
それから,「国魂大神」という名称が総督府内で用いられ始めた時期は，
京城神社と龍頭山神社の明細帳が作成されたと考えられる1935年９月頃で
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はないかという結論に至った。また，当初の「国魂大神」奉斎は「天照大
神」との合祀で，二柱それぞれを一座とすることが計画されていた。だが，
国庫供出金の負担増のため崇敬者組織の集金力に頼らざるを得なく，京城
神社と龍頭山神社では（後に列格する江原神社と全州神社も)，篤い信仰
の対象であった他の祭神も主神に加えられることになった。そしてそれに
ともない，国幣小社では主神をすべて一座に奉斎する方針が取られている。
ただし一座に奉斎されたとはいえ，祭神の序列は残されたものと考えられ
る。
そして，４次にわたる国幣小社列格に関して，その期間における総督府
当局の「国魂大神」認識の変遷はひとつの研究課題となることも示した。
目下のところ，４回目の列格がなされた1944年４月頃には，神社の造営等
の工事は一切停止されていて，もはや「敬神崇祖」云々どころではない事
態に陥っていたことが確認できる。
また，朝鮮神宮創建時は皇祖神崇拝を核にした「国家神道」の論理の形
成段階であり,「国家神道」の論理が確立したのは国幣小社列格に象徴さ
れる「敬神崇祖」の実施においてではないかという仮説について，前編と
なる拙稿と本稿で得た成果をもとに現時点での到達内容を提示しよう。
1935年に公表された「心田開発」政策において,「敬神崇祖」(｢国体観
念」が強調された場合,「敬神」と「崇祖」を「一体化」する論理として
「宗教」性を帯びる）がイデオロギーとして登場する。すでに「同祖」と
「領土開拓」の組み合わせは朝鮮神宮とは無関係となっていたが，この
「敬神崇祖」の論理が適用される時期に至って，まさに国幣小社の祭神に
当てはまるキーワードになったといえる。
ここにおいて，総督府当局（｢敬神崇祖」を掲げる）が「国魂大神」に
対して,「国土開発ノ始祖」という解釈（｢国魂神」奉斎論側の認識）を受
け入れた点が重要であろう（まさに「同祖」と「領土開拓」が組み合わさ
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った表現)。つまり，総督府当局が国家レベルの「崇祖」の対象を必要と
し，これを「国魂大神」に見出した証左となるのである（ただし，その後
神社調査会からの回答で国幣小社への列格となったため，実態としては国
家レベルの「崇祖」とはいえないかもしれない)。
それゆえ次のようなことがいえる。朝鮮神宮は「国家神道」の１つの型
として登場したことになり，この型は植民地総鎮守が伊勢神宮を象徴する
というものである｡「国家神道」の別の型として生み出されたのは国幣小
社列格に見られる「敬神崇祖」の型であり，筆者はこの段階で「国家神道」
の論理が確立したと考えている。
後者の型について説明を加えるなら,「東亜民族」の同一性を創出する
ことを意図する小山文雄（神社行政担当者）の「東亜民族」論は,「国魂
神」が奉斎される場合は「天照皇大神」との合祀で主神にするという考え
方であった。一方で当局の官僚たちにおいて，彼らの「敬神崇祖」(｢国体
観念」が強調されると「宗教」性を帯びてくる）は,「崇祖」の対象がな
ければ「敬神」が成り立たないという自縛性が特徴である。したがって，
当局の官僚たちは官国幣社列格に直面して，国家レベルの「崇祖」の対象
として「国魂神」奉斎を受け入れたことになる（前述の「国土開発ノ始祖」
という解釈で)。このことは，神社行政の「敬神崇祖」が「国魂神」奉斎
論を包摂することを意味する。
こうして，神社行政は「敬神」に結びつく朝鮮の「崇祖」の対象を求め
ていく52)。ただし朝鮮における「国魂大神」奉斎は，本文で述べたように
順風満帆に進んでいったとはいえなかった。下位に位置する神社・神祠で
はなおさらで,「崇祖」の対象が見いだせなかったり,「崇祖」が用いられ
なかった場合なども予想される。こうした場合は，結果として「敬神」と
しての皇祖神崇拝のみが突出して現れることになり，朝鮮では朝鮮神宮の
型として神社・神祠が創設されるケースが多かったものと推測される。
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これに関しては，国幣小社の裾野に位置する神社・神祠を増設する際に，
総督府当局は「崇祖」の対象をどのように処置していったのかという点を
分析する必要がある。今後，神社制度改編の主要目的の２つめ，つまり官
国幣社以外の神社や神祠を階層制度の中に組み込み増設に備えることに対
して，本稿の続編として考察していくことを計画している。その際に「崇
祖」の対象に関しても分析することにしよう。
注
1) 総督府は「心田開発」｢心田開発運動」と呼んでいた。本稿では当時の呼
称を使用する場合に限って「心田開発」｢心田開発運動」とするが，それ以
外では総督府の心意世界対策として位置づけているために「心田開発」政策
の語を用いる。
2)「国魂大神」論に関する先行研究としては，菅浩二『日本統治下の海外神
社 朝鮮神宮・台湾神社と祭神』(弘文堂，2004年）と，山口公一『植民
地期朝鮮における神社政策と朝鮮社会』(一橋大学博士学位論文，2006年３
月）があげられる。両者に対する論評は，拙稿「朝鮮総督府の神社政策にお
ける国幣小社列格 「国魂大神」奉斎を中心に」(『人間科学』[桃山学院
大学〕第35号，2008年７月発行予定）の第２節でおこなっているので，それ
を参照されたい。
3) 前掲の拙稿「朝鮮総督府の神社政策における国幣小社列格｣。
4) 菅前掲書では国幣小社に合祀された「国魂大神」について,「国魂大神は
土着性を剥奪され,「中央」の朝鮮神宮に対して「地方」を表すだけの記号
と化した」(350頁）という見解である。しかし，この見解は総督府の政策を
分析して合祀の意味を見いだしたものではない。
5) 小山文雄は1933年に逓信局保険監理課書記となり（翌年より保険運用課書
記)，兼務で総督府の神社行政を主管する内務局地方課にも属として勤務し
た。1937年の辞任後は地方課の嘱託に抜擢される程に神社行政では重要な位
置にいた担当者である。
6) 小笠原省三編著『海外神社史・上巻』(海外神社史編纂会，1953年）の
「国魂神を奉斎せる海外の神社｣，29頁。
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7) 小山文雄『神社と朝鮮』朝鮮仏教社，1934年。
8) 拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策 「心田開発」政
策に関連して」(『国際文化論集』[桃山学院大学〕第37号，2007年12月）で
の分析を参照されたい。
9) 同前｡「心田開発委員会」の当局代表を列挙すると，今井田清徳政務総監,
「心田開発運動」を主管する学務局の渡辺豊日子局長，神社行政を主管する
内務局の牛島省三局長,「類似宗教」弾圧や「迷信打破」などの取締りをお
こなう警務局の池田清局長となる。彼らのような東京帝国大学法科大学／法
学部出身の官僚における神道観は，大学おいて恩師である穂積陳重・八束
（八束は ｢我国ハ祖先教ノ国ナリ」と説いた）兄弟の影響を強く受けた可能
性が高いことを指摘した。
10) 同様に拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策」を参照され
たい。
11) 拓務大臣の上奏書「京城神社及龍頭山神社ヲ国幣社ニ列格ノ件」(1936年
７月25日付)。「京城神社（京畿道京城府倭城台町鎮座）及竜頭山神社（慶
尚南道釜山府弁天町鎮座）ヲ国幣小社ニ列格ス」(アジア歴史資料センター,
『公文類聚』第60編・昭和11年・第58巻・社寺・神社，衛生・人類衛生・獣
畜衛生，国立公文書館所蔵）に所収。同文書には他に，本文で後述する拓務
省管理局長宛の神社局長通知書（1936年１月17日付，写し）や，朝鮮総督府
内務局長宛の拓務省朝鮮部長通知書（1936年１月23日付，写し)，内閣総理
大臣宛の朝鮮総督による上奏稟請書（地第72号，1936年５月11日付，写し)，
内閣書記官宛の本多保太郎（拓務省）による送付通知書（1936年７月10日付，
国幣社列格に関わる銓衡内規の送付通知）なども収録されている。
12) 前掲の上奏書に添付された「京城神社及龍頭山神社列格参考資料」には，
京城神社と龍頭山神社各々の神社明細帳をはじめ,「昭和十年度京城神社歳
入歳出予算｣,「昭和十年度末京城神社各種資金明細書｣,「自昭和八年至昭和
十年三ヶ年間京城神社歳入歳出決算｣,「自昭和八年至昭和十年三ヶ年間京城
神社歳出第二款氏子費決算内訳書｣,「京城神社境内及建設物概況｣，京城神
社の写真12枚,「京城神社奉賛会設立趣意並希望」(1936年６月４日付),「龍
頭山神社昭和十年度歳入出予算｣,「龍頭山神社基本財産調書」(1936年３月
31日現在),「昭和八，九，十年度龍頭山神社歳入出収支決算比較表｣,「昭和
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十年度龍頭山神社歳入出収支計算書｣,「昭和九年度龍頭山神社歳入出収支計
算書｣,「昭和八年度龍頭山神社歳入出収支計算書｣，龍頭山神社の写真７枚,
「龍頭山神社奉賛会会則草案｣，龍頭山神社奉賛会の本部役員・支部役員任
命のための役職表，両神社の「職員調」などが収められている。
13) 第３節で考察するが，この表現をはじめ神社明細帳の記述内容を前掲「京
城神社御由緒記」と照合してみると，神社明細帳は「京城神社御由緒記」の
記述を元にして書かれていることがわかる。
14) 各道知事宛の内務局長通牒「神社ニ関スル法令ノ施行ニ関スル件」(内秘
第89号，1936年８月)。朝鮮神職会編『朝鮮神社法令輯覧』(帝国地方行政学
会朝鮮本部，1937年）に収録。祭神の他にも国幣小社を一道に一社列格する
方針をはじめ，国幣社列格関係の法令施行に関わる指示や，神饌幣帛料供進
指定神社に関する指示が記されている。また,「神社規則ノ改正ニ付テ」｢神
祠ニ関スル件ノ改正ニ付テ」という項目もある。
15)「同祖」と「領土開拓」の組み合わせは，小山文雄の前掲書『神社と朝鮮』
でも見いだすことができたことを確認しておく。すなわち，その地のいわゆ
る「宗教」に着目し，同祖論を根拠にしていわば「領土開拓」をなすことで
「国体神道」が「東亜民族」の同質性を創り出していくという発想を示して
いた。また，小山は同じくその著書で,「外地」の神社の中で「天照皇大神」
と併祀される神は「国土経営の神々」が多いという分析結果も出していた
（146～147頁)。このことは，国幣小社列格に「国魂大神」奉斎が条件の一
つとなったことが,「総督府の小山文雄君の卓見と努力の結果であった」(小
笠原省三，本文で既述）といわれたことを裏付けている。
16)「心田開発」政策に関して，特に第１次国体明徴声明後に「神社制度の確
立」問題が急浮上してくることについては，前掲の拙稿「朝鮮総督府の農村
振興運動期における神社政策」を参照されたい。
17)「朝鮮神宮職員令改正ニ関スル説明資料」をもとに可能性を指摘した。同
資料は，内閣総理大臣宛の拓務大臣による閣議稟請書「朝鮮神宮職員令中改
正ノ件」(管地第411号，1935年９月23日付）に添付されている｡「朝鮮神宮
職員令中ヲ改正ス・（権宮司及主典増置)｣（アジア歴史資料センター,『公
文類聚』第59編・昭和10年・第12巻・官職10・官制10（朝鮮総督府４)，国
立公文書館所蔵）に所収。なお，｢朝鮮神宮職員令」の改正法令（勅令第292
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号）は1935年10月４日付で公布された。
18) 注11)の拓務省管理局長宛の神社局長通知書による。
19) 同前。
20) 注11)の朝鮮総督府内務局長宛の拓務省朝鮮部長通知書による。
21) 注18)の神社局長通知書および注20)の拓務省朝鮮部長通知書に添付された
内協議決定「朝鮮ノ神社ヲ官国幣社ニ昇格ノ件」(写し）による。
22) 10月14日に「全
マ
鮮
マ
氏子総代連合会」が各代表250名の出席の下に開催され
た。その席上で今井田清徳の政務総監としての告辞があった｡「彙報」欄
（『朝鮮』第246号，1935年11月）に「総監の告辞」が掲載されている。
その告辞の中で今井田は,「心田開発」において国体明徴声明の影響のも
とで「神社神祠の興隆を策する」ことになったことを説明した。そしてさら
に,「本府は此に鑑み目下神社制度の確立，社務の整善等に関し鋭意考究中
に属せり」と述べている。なお,「社務の整善等」に関しては，次年度予算
に経費補助を増加させ,「神社費補助」を捻出することで対処している（本
文第４節で述べる)。
23) 本文における以下の経過は注11)・12)に掲載した諸資料による。
24) 京城神社と龍頭山神社の列格の件が上奏を経た旨の指令案稟議書（拓甲第
77号，起案は1936年７月28日付）による。注11)に掲載した「京城神社（京
畿道京城府倭城台町鎮座）及竜頭山神社（慶尚南道釜山府弁天町鎮座）ヲ国
幣小社ニ列格ス」に所収。
25) 國學院大學日本文化研究所編『[縮刷版〕神道事典』(弘文堂，1999年）の
「主神」と「配祀」の項目を参照。
26) 祭神欄上部には「天照大神」と「国魂大神」を指して更に「祭神」と書か
れているが，京城神社の明細帳の様式と対照すればこれは「主神」の誤植で
あることがわかる。
27)「京城神社御由緒記」は，地方課『昭和十六年度 国幣社関係綴』(韓国の
国家記録院所蔵）に第13号として所収。この資料には1932年６月29日付で京
城府の受理印がある（京城府経由で内務局地方課への提出となる)。少し前
の５月頃から，内務局では秘密裏に京城神社と龍頭山神社の官国幣社昇格を
模索し始めていたことが指摘できる。これに関する分析は，前掲の拙稿「朝
鮮総督府の神社政策における国幣小社列格」の注46)を参照されたい。
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なお，この書類のすぐ後に「龍頭山神社御由緒 其他」(第14号)，そして
平壌神社および大邱神社の明細帳（第15号と第16号）もまとめて綴じられて
いる。４つの書類はすべて列格前の内容であるため，これらの書類はそれぞ
れ列格後に各年度の『国幣社関係綴』に綴じられていったと見てよい。
28) 京城神社の明細帳の「一 由緒」は，前半部分が「京城神社御由緒記」の
「一 御創立及社号」からの抜粋や要約で，後半部分が「祭神」欄すぐ後の
説明部分と「一 崇敬事項」からの抜粋や要約で構成されている。
29)「京城神社御由緒記」の祭神欄において,「朝鮮国魂神」の「朝鮮」に取消
線が入れられ,「神」の前に小さく「大」の文字が書き込まれて「国魂大神」
と訂正されている。これは，神社明細帳の祭神欄を書く際におこなわれた訂
正ではないかと推測される。
30) 第14号として「京城神社御由緒記」の次に綴じられている。前掲の拙稿
「朝鮮総督府の神社政策における国幣小社列格」の注46)で指摘したように，
総督府内務局から釜山府経由で関係書類の提出が求められた。それに応じて，
龍頭山神社より1932年６月８日付で釜山府に提出され，その後で総督府内務
局に送られた関係書類の一つが「龍頭山神社御由緒 其他」であったといえ
る。
31) 補足すれば，龍頭山神社の明細帳の「一 由緒」は，前半部分が「鎮座ノ
由来」に関する記述となっている｡「龍頭山神社御由緒 其他」では,「(イ)
龍頭山神社御由緒及沿革」に祭神の説明や沿革の説明が冗長に流れているの
を，神社明細帳ではこの「鎮座ノ由来」として端的に整理していることがわ
かる｡「旧記詳ナラザルモ社ノ創建ハ」(明細帳）という書き出しもまた,
「旧記詳ナラズト雖モ神社ノ創立」(御由緒）の模倣であることが明らかで
ある。
32) 神社調査会から回答された内協議決定（注21)を参照）において，神社の
鎮座地の書き方が神社明細帳での記載に合わせた表現になっていることも根
拠となる（しかも，1936年５月11日付の上奏稟請書〔注11)を参照〕や列格
後の神社明細帳は，鎮座地の書き方がまったく異なっている)。たとえば，
京城神社の場合は「京城府倭城台南山公園地鎮座」(ただし神社明細帳では
「府」がない)，龍頭山神社の場合は「釜山府弁天町二丁目」(ただし神社明
細帳では続けて「龍頭山鎮座」の語がある）と，書き写した表現を取ってい
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るのである。
33) 宇垣一成総督宛の龍頭山神社陳情書「国幣社列格神社御祭神に関する件陳
情」(1936年６月１日付，崇敬者総代17名・総代長・社掌の連名)。山川鵜市
編『龍頭山神社史料』(龍頭山神社社務所，1936年10月）に所収。
34)「心田開発」の「目標」は,「一 国体観念を明徴にすること」｢二 敬神
崇祖の思想及信仰心を涵養すること」｢三 報恩，感謝，自立の精神を養成
すること」である。詳細は，前掲の拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期にお
ける神社政策」を参照されたい。
35) 朝鮮総督府『歳入出計画書類』(1936年，韓国の国家記録院所蔵）に所収
の「国幣小社新設ニ要スル経費ノ増加｣。
36) 国幣小社の例祭に供進される神饌幣帛料60円の内訳は，神饌料が20円，幣
帛料が40円であった。地方課『昭和十六年度 国幣社関係綴』(国家記録院
所蔵）の第７号「国幣社ニ対スル国庫供進金支払委任ノ件」による。
37) なお，1941年度予算においては金額が増えていて，国幣小社１社につき
1,500円ずつの供進金が支出されることになっていた。予算科目の「国幣社
費」を見ると9,420円が予定額として計上されている。内訳は，1941年10月
に列格する光州神社と江原神社が加わるので，供進金は六社分の計9,000円
となり，例祭の神饌幣帛料が六社分360円，遷座祭の神饌幣帛料が60円（神
社名の記載なし）である。前掲『国幣社関係綴』の第32号「国幣社ニ対スル
国庫供進金支払委任ノ件」による。
またその負担増のため，総督府当局では国幣小社所在の道に，供進金500
円分と例祭の神饌幣帛料60円を支払委任させる案を作成していたことも確認
できる。同資料および第７号「国幣社ニ対スル国庫供進金支払委任ノ件」に
よる。
38) 前掲の上奏書（1936年７月25日付）に添付された「京城神社及龍頭山神社
列格参考資料」の中にある。
39) 同前。
40) 前掲『歳入出計画書類』に所収の「敬神思想啓培ニ要スル経費補助ノ増加」
による。
41) 前掲『[縮刷版〕神道事典』の「主神」の項目を参照。
42) 内務省管理局長宛の神祇院総務局長による回答書「県社嘉義神社国幣社ニ
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昇格ノ件回答」(神祇院一八内総第11号，1943年７月９日付)。第45簿冊「本
邦神社関連雑件 嘉義神社関係」(1943～44年）に所収。同資料は，広瀬順
皓・監修『戦中期植民地行政史料 教育・文化・宗教篇』[外務省茗荷谷研
修所旧蔵記録，マイクロフィルム版〕(ゆまに書房，2003年) に収録。
43) 全州神社の明細帳（｢一由緒」中の本文および年表）による。同資料は,
「全州神社（全羅北道全州府華山町山ノ一番地鎮座）並ニ咸興神社（咸鏡南
道咸興府東雲町鎮座）ヲ国幣小社ニ昇格ノ件」(アジア歴史資料センター,
『公文類聚』第68編・昭和19年・第82巻・社寺・神社・陵墓，国立公文書館
所蔵）に所収（以下，資料の標題を表記する際に（ ）内の地名は省略する)。
44) 列格後の主神は「天照大神」｢明治天皇」｢国魂大神」｢素戔嗚尊」である。
江原神社（旧・春川神社）に増祀された「素戔嗚尊」が「曾
そ
尸
し
茂
も
梨
り
」(『日本
書紀』に素戔鳴尊が新羅の「曾尸茂梨」に行ったという記述がある）と関係
したことや，社殿が朝鮮式に改造されたことについて，拙稿「植民地期朝鮮
での「内鮮一体」と江原神社」(大濱徹也編『近代日本の歴史的位相 国
家・民族・文化』刀水書房，1999年）で考察したことがあるので参照された
い（ただし訂正すべき箇所も少なくない)。
45) 台湾で国幣小社に列格した三社でも祭神が一座に奉斎されている。すなわ
ち，本文で述べた嘉義神社以外でも，新竹神社（1942年11月に列格）と台中
神社（1942年11月に列格）は，それぞれ「大国魂神」｢大己貴命」｢少彦名命」
｢能久親王」が一座に奉斎された。新竹神社および台中神社の明細帳による。
同資料は，前々注に掲載の「全州神社並ニ咸興神社ヲ国幣小社ニ昇格ノ件」
に所収の台湾総督府編「台湾ニ於ケル官国幣社明細帳」に掲載。
46) 前掲「全州神社並ニ咸興神社ヲ国幣小社ニ昇格ノ件」に所収。
47) 全州神社の場合，神社明細帳は全羅北道の原稿用紙にタイプライターで浄
書されているので，咸興神社の明細帳も受付窓口の咸鏡南道においてタイプ
ライターで浄書されたものと判断される（用紙は無地)。また，本文の引用
箇所には「我ガ咸鏡南道ヲ開発シ」という記述がある。これにより神社側の
「国魂大神」認識であることが確認できる。
48) 前掲「全州神社並ニ咸興神社ヲ国幣小社ニ昇格ノ件」に所収。総督府の原
稿用紙にタイプライターで浄書されている。
49) 同前。
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50) 内務省管理局長発の朝鮮総督官房地方課長宛電報訳文（1944年４月24日付)。
前掲「全州神社並ニ咸興神社ヲ国幣小社ニ昇格ノ件」に所収。
51) 朝鮮総督官房地方課長発の内務省管理局長宛電報訳文（1944年４月27日付)。
同前。
52) ｢はじめに」で述べたように，朝鮮総督府当局における「敬神崇祖」観に
おいて,「敬神崇祖」の論理は，朝鮮の「その固有の祖先崇拝観念を基礎と
して敬神観念を培養」するという内容であった。
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The Two Deities of the
-	(国幣小社) :
Simultaneous Worship of

		-	(天照大神)
and 		-	(国魂大神)
in Colonial Korea
This paper seeks to verify the author’s theory about the logic of “State
Shinto” (国家神道), whose main component was the worship of the ancestral
goddess of Japan’s Imperial House. Chosen-jingu (朝鮮神宮), founded in
1925, was one representative type of State Shinto, recognized as the top
shrine symbolizing Ise-jingu (伊勢神宮）in colonial Korea. In the author’s
view, another type of State Shinto was that based on the logic of “Piety and
Ancestor Worship” (敬神崇祖).
In order to investigate this logic, the author analyzes the relationship be-
tween the two deities, Amaterasu-ohmikami (天照大神) and Kunitamano-
ohkami (国魂大神). These were the two main deities designated for worship
at the shrines promoted after 1936 to Kokuhei-shohsha (国幣小社), which
ranked sixth among the nationally supported shrines. Amaterasu-ohmikami, as
is well-known, is the ancestral goddess of Japan’s Imperial House, while
Kunitamano-ohkami was held up by the Japanese Government-General of
Korea as the ancestral god of the Korean people.
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